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はじめに

バングラデシュの製造業に関する公式統計は，経済センサスおよび製造

業調査（Survey of Manufacturing Industries）のふたつがおもなものである。

このほかに，国際金融公社（International Finance Corporation: IFC）の援助

によって整備された登録企業一覧（Business Registration２００９）がバングラ

デシュ統計局（Bangladesh Bureau of Statistics: BBS）を通じて入手可能であっ

た。本章では，これらのうち登録企業一覧と製造業調査２００５／０６年度を用

いて製造業企業のプロファイルを明らかにしていきたい（１）。

名称が示すように，製造業調査はサンプルサーベイであるので全数調査

ではない。他方で，登録企業一覧は２００９年時点での登記記録であり，登記

の不備がなければ全数調査に近いものとなっている（２）。登録企業一覧は全

企業の従業員数，所在地，設立年に関する情報しか記載されていないため，

製造業調査と併用することによって，バングラデシュ製造部門全体の理解

が深まるだろう（３）。

本章は登録企業一覧と製造業調査の最新データに重点をおき，バングラ

デシュの製造業全体を分析している。本章の第１節では，登録企業一覧を

用いてバングラデシュ製造業の分布について検討する。また第２節では，

製造業調査を用いてバングラデシュ製造業に関するいくつかの知見と事実

について説明する。

第１節 登録企業一覧からみる製造業

１．登録企業一覧とは

登録企業一覧は，登記所に集積されたデータベースである。起業家は，

会社経営を始める際に，商業登記所（Office of the Registrar of Joint Stock

Companies and Firms）に登記しなければならない。商業登記所は商業省の

下に設けられた公的機関である。インドから分離したのち，商業登記所は
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まず，現在のバングラデシュ第２の都市である港町のチッタゴンに設置さ

れた。商業登記所には，インドのコルカタから届いた企業，協会（業界団

体），合資会社のファイルと記録が備えられた。商業登記所はその後１９６２

年にダッカへ移転した。現在は，約１１万社が商業登記所に登記している。

２．産業分布

登録企業一覧はバングラデシュの全事業所を網羅している。今回使用し

たのは２００９年現在の登録企業一覧である。表１は，産業別の事業所数と従

業員数を示す。

従業員数が最も多い産業はアパレル製造であり，そのシェアは４８．８％で

ある。つぎに多いのは繊維製造（２４．８％），３位はその他の非金属鉱産物

製造（７．６％），４位は食品製造（７．２％）である。これらの産業を合わせる

と８８．４％に達する。バングラデシュ最大の輸出産業である繊維・アパレル

産業は，従業員数でも最大である。

事業所数では，上位の順序が入れ替わる。事業所数が最も多い産業は繊

維製造，２位は食品製造である。３位はアパレル製造，４位はその他の非

金属製品製造である。こうした順序の違いは，アパレル業界の労働集約度

を反映している。

事象所の平均従業員数は業界によって明らかに異なる。平均従業員数が

最も多いのは１事象所当たり３１９．９３人のアパレル製造である。その後に，

たばこ製品製造（２９９．７０人），飲料製造（１６３．１２人），化学製品製造（９３．８５

人）が続く。
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産業別合計 産業別シェア
平均雇用者数
（人）企業数 雇用者数

（人）
企業数
（％）

雇用者数
（％）

食品 ７，２２９ ２４６，５６３ ２０．１ ７．２ ３４．１１

飲料 ５０ ８，１５６ ０．１ ０．２ １６３．１２

タバコ ２１１ ６３，２３７ ０．６ １．９ ２９９．７０

繊維 １３，００４ ８４６，２２３ ３６．１ ２４．８ ６５．０７

アパレル ５，１９６１，６６２，３４４ １４．４ ４８．８ ３１９．９３

革および革関連 ８３６ ４５，２２０ ２．３ １．３ ５４．０９

木工製品（家具を除く） ３６４ ７，４７０ １．０ ０．２ ２０．５２

紙および紙製品 ４４１ ２７，７３０ １．２ ０．８ ６２．８８

印刷・メディア製造 ７３８ １８，４４２ ２．１ ０．５ ２４．９９

コークス・石油製品 ２０ １，６０５ ０．１ ０．０ ８０．２５

化学製品 ３５８ ３３，５９７ １．０ １．０ ９３．８５

薬品 ２５５ ２１，０６５ ０．７ ０．６ ８２．６１

ラバー材 ７６７ ２８，１６６ ２．１ ０．８ ３６．７２

非金属製品 ３，１０５ ２６０，２２０ ８．６ ７．６ ８３．８１

金属加工 ３９４ ３４，７９１ １．１ １．０ ８８．３０

加工金属（機械を除く） ９０７ ２６，４６２ ２．５ ０．８ ２９．１８

コンピューター・電子装置 ４２ ２，８５１ ０．１ ０．１ ６７．８８

電気機器 ２８１ １４，７１０ ０．８ ０．４ ５２．３５

機械および機械設備 １６８ ６，０３９ ０．５ ０．２ ３５．９５

自動車とトレーラー ４４ １，３７８ ０．１ ０．０ ３１．３２

その他輸送機械 １６０ １０，２９０ ０．４ ０．３ ６４．３１

家具 １，０３７ ２５，８６８ ２．９ ０．８ ２４．９５

その他製造業 ２４７ １０，６２６ ０．７ ０．３ ４３．０２

機械の設置および修理 １１９ ２，２６７ ０．３ ０．１ １９．０５

リサイクル ２０ ３０９ ０．１ ０．０ １５．４５

総合計 ３５，９９３３，４０５，６２９ ９９．９ ９９．７

表１ 産業別の事業所数と従業員数

（出所） 登録企業一覧２００９。
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３．産業別の地理的分布

図１の地図は，１８の産業部門の雇用状況を，企業の所在地情報を基に県

（zila）レベルで集計したものである。これらの図から，産業部門間で明

白な違いがあることがわかる。食品，タバコ，繊維，アパレルなど全国に

広がる産業部門の地図は色が濃く，平均雇用水準が高いことを示している。

一方，飲料，コークス・石油製品，コンピューター・電子装置，電気機器

など，首都ダッカと，チッタゴンやクルナなどの地方都市にしか存在せず，

国全体での雇用が少ない産業部門もある。「はじめに」とその他の章で説

明するように，輸出産業はアパレル，ジュート，革・革製品に限られてい

るため，製造活動の大半は国内での供給に向けられる。したがって，いく

つかの産業部門が首都と地方都市に集中するのは自然である。

４．規模の分布

産業とは無関係に事業所の規模に目を向けると，事業所と雇用の分布に

固有の特徴があることがわかる。統計局の分類によると，事業所の７６％は

小規模企業，１６％は大企業である。一方，雇用に関しては，労働者の７９％

は大企業に，１５％は小規模企業に雇用されている。分類上，小規模企業は

従業員数１０人以下の企業，中規模企業は従業員数１１～１００人の企業，大企

業は従業員数１００人を超える企業と定義されている。企業規模の定義では，

大企業の方がその他の中小企業よりも範囲が広いため，この逆相関が観察

されるのは当然のことである。

つぎに，表２を用いて産業別の企業規模の構成に注目すると，大企業の

割合が大きい産業はアパレルである。アパレル分野では，小規模製造業者

は４１％，大企業は５３．２％を占める。アパレル産業は大企業が５０％を超える

唯一の産業である。アパレル産業は大企業が優勢で中小企業の占める割合

が小さいが，この構成に比較的近い産業はタバコ製品製造業だけである。

その他の非金属鉱産物製造業も小規模企業が相対的に少ない。一方，食品，

木工製品，印刷，記録媒体複製，家具製造業では，小規模企業が９２．３～
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図１ 産業別雇用の地理的分布（１）

（出所） 登録企業一覧２００９より筆者作成。
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図１ 産業別雇用の地理的分布（２）

（出所） 登録企業一覧２００９より筆者作成。
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小規模 中規模 大規模 合計

企業数 雇用者数 企業数 雇用者数 企業数 雇用者数 企業数 雇用者数

食品 ６，６７０ １１８，２７９ ２８４ １７，８８８ ２７５ １１０，３９６ ７，２２９ ２４６，５６３

飲料 ３２ ６７７ ２ １１６ １６ ７，３６３ ５０ ８，１５６

タバコ １１２ ２，５５２ ２１ １，４４０ ７８ ５９，２４５ ２１１ ６３，２３７

繊維 １０，８８２ ２１５，１９３ １，０９２ ７４，７３０ １，０３０ ５５６，３００ １３，００４ ８４６，２２３

アパレル ２，１２９ ３８，５９０ ３０２ ２０，２６２ ２，７６５ １，６０３，４９２ ５，１９６ １，６６２，３４４

革および革関連 ６８７ １１，３０７ ６８ ４，３９０ ８１ ２９，５２３ ８３６ ４５，２２０

木工製品（家具
を除く） ３４６ ４，５８２ １３ ９４９ ５ １，９３９ ３６４ ７，４７０

紙および紙製品 ３２３ ７，０９９ ６６ ４，２０７ ５２ １６，４２４ ４４１ ２７，７３０

印刷・メディア
製造 ６９２ １０，８１４ ２６ １，６８６ ２０ ５，９４２ ７３８ １８，４４２

コークス・石油
製品 １４ ３１２ ４ ３００ ２ ９９３ ２０ １，６０５

化学製品 ２４８ ５，４５９ ５３ ３，５７７ ５７ ２４，５６１ ３５８ ３３，５９７

薬品 １６０ ３，８６３ ４４ ３，０６１ ５１ １４，１４１ ２５５ ２１，０６５

ラバー材 ６５１ １１，３９３ ６６ ４，２６２ ５０ １２，５１１ ７６７ ２８，１６６

非金属製品 １，３９７ ３７，５５３ ８０５ ５６，４８２ ９０３ １６６，１８５ ３，１０５ ２６０，２２０

金属加工 ２１９ ４，９１８ ８０ ５，２０９ ９５ ２４，６６４ ３９４ ３４，７９１

加工金属（機械
を除く） ８０８ １３，２５６ ６３ ４，００７ ３６ ９，１９９ ９０７ ２６，４６２

コンピュー
ター・電子装置 ２９ ５５５ ８ ５７９ ５ １，７１７ ４２ ２，８５１

電気機器 ２１７ ４，３６７ ３４ ２，３０８ ３０ ８，０３５ ２８１ １４，７１０

機械および機械
設備 １４１ ２，２９８ １３ ８８７ １４ ２，８５４ １６８ ６，０３９

自動車とトレー
ラー ３６ ５８９ ４ ２３０ ４ ５５９ ４４ １，３７８

その他輸送機械 １１８ ２，４５５ ２１ １，３２２ ２１ ６，５１３ １６０ １０，２９０

家具 ９８３ １５，１４３ ３５ ２，２３３ １９ ８，４９２ １，０３７ ２５，８６８

その他製造業 ２１７ ３，３９３ １１ ６３４ １９ ６，５９９ ２４７ １０，６２６

機械の設置およ
び修理 １１５ １，７９２ ３ ２０８ １ ２６７ １１９ ２，２６７

リサイクル ２０ ３０９ ２０ ３０９

総合計 ２７，２４６ ５１６，７４８ ３，１１８ ２１０，９６７ ５，６２９ ２，６７７，９１４ ３５，９９３ ３，４０５，６２９

表２ 規模別の企業数および雇用者数

（出所） 登録企業一覧２００９より。
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９５．８％と大きな割合を占めている。ほとんどの製造業は，これらの産業に

次いで小規模事業所の割合が大きく，６０％台後半から８０％を占めている。

同様に，小規模企業と中規模企業では平均雇用水準の定義が異なる。た

ばこ産業は例外的に大企業の平均従業員数が多く，アパレルと繊維産業が

それに続く。コークス・石油製品，薬品，化学製品などの重工業と食品関

係産業も，平均従業員数が比較的多い。

第２節 製造業調査

バングラデシュ政府の統計機関である BBSは，１９４２年産業統計法に基

づき，製造業調査を１９７３／７４年度から定期的に実施してきた。製造業調査

は，従業員数１０人以上の全製造業者を対象に実施される。ただし，直近の

２００５／０６年度製造業調査では，小規模産業からのサンプル収集に重点がお

かれた。統計局が発行したマニュアルによると，２００１年と２００３年の経済セ

ンサスに基づいて，製造業者は，a）登記従業員数が１００人を超える大規模

製造業者と b）小規模製造業者に大別されている。図２からわかるように，

製造業調査サンプルの４分の３近くが中小規模製造業者である。なお，製

造業調査は大企業の３５％，中小規模企業の１６％，バングラデシュ製造業全

体の１８．５％をカバーしている。実際の事業

所数と比較するならば大企業のシェアが大

きいといえるが，付加価値でみて GDPへ

の寄与度を考えるならば大企業の方が大き

いため，一国の製造業を概観するうえでは

妥当なサンプルであるといえよう。

製造業調査（手織業を除く）では，おも

に郵送調査によってデータを収集している。

したがって，ここで紹介するデータと分析

のほとんどは自己申告に基づいており，統

計局は報告された数値を検証する権利も法

図２ サンプルの企業規模別
製造業者数

（出所） 製造業調査２００５／０６年
度より筆者作成。
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的権限ももたない。本節では製造業調査２００５／０６年度の個票を筆者が独自

に集計した表をもとに概況を説明している。

１．所有権と設立の状況

製造業調査によると，記録上最も古い企業は１６６７年に設立された砂糖精

製・製造業者である。独立前に登記された製造業者の大半は手織・繊維業

である（４）。１０年単位の設立記録（図３）をみると，バングラデシュの製造

業者はおもに１９８０年代から増加し始め，過去１０年間で急増した。製造業調

査が実施された事業所の半数以上は，この時期に登記されている。この統

計を企業規模別にさらに分類すると，ほとんどの大企業は中小規模製造業

者に比べて新しい産業に属しているという興味深い事実がわかる（図４）。

製造業において近年このように大企業が増えた原因は，おそらく，政府の

多様な投資奨励策（免税期間等），投資に好都合な融資・信用供与の枠組み，

バングラデシュの輸送・通信網の大幅な改善である。

図３２００５／２００６年製造業調査における設立年別企業分布

（出所） 図２と同じ。
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所有形態 標本数 シェア（％）

政府 ４４ ０．７２

民間 ６，０１２ ９８．４１

共同所有 ５３ ０．８７

合計 ６，１０９ １００．００

標本数 シェア（％）

家族経営 ３，８１５ ６２．４５

合資会社 ３９８ ６．５１

民間会社 １，７３９ ２８．４７

公開会社 １０７ １．７５

国営企業 ３８ ０．６２

会社とその他 １２ ０．２０

合計 ６，１０９ １００．００

図４ 設立年別企業分布

（出所） 図２と同じ。

表３ 所有権の種類 表４ 所有権の法的地位

（出所） 図２と同じ。

（出所） 図２と同じ。

サンプル企業のほとんど（９８．４１％）は民間企業である（表３）。これら

民間企業の大部分は，企業の損益を引き受ける１個人または家族によって

所有されている。次いで多いのは，構成要員数が２～５０人に限定されてい

る非公開有限責任会社であり，構成員は株式譲渡権をもたないことが法で

定められている。所有権の種類とその法的地位の詳細については，統計局

の資料と表４を参照のこと。
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地価 四分位

標本数 平均 分散 最小 ２５％ ５０％ ７５％ 最大値

３，７７８ ４，９００ ３２，０００ ０ ６１ ２５０ １，１００ １７，０００，０００

表５ 土地の純価値

（単位：千タカ）

（出所） 図２と同じ。

図５ 固定資産の期首残高に占める割合

図６ 固定資産の期末純価値（減価償却費，
損傷修理費を引いたもの，土地，土
地開発は含まない）

（出所） 図２と同じ。 （出所） 図２と同じ。

２．固定資産と支出

製造業調査は各社に対し，所有する固定資産の種類，固定資産にかかわ

る支出，修理費，保守費，減価償却費に関する情報を提供するよう求めて

いる。固定資産のおもな構成要素のひとつは土地であるが，サンプル企業

の約３８％は土地を所有せず，土地を賃借して事業を行っていることがわか

る。調査でわかった平均地価は４９０万タカ（１ドル＝７８．７３タカとして換算す

ると６万２２３２．４９ドル）であり，地価の中央値は２５０万タカである（表５）。
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タカ建ての固定資産の期首残高をみると，平均的に期首残高が最も大き

い固定資産は機械設備であり，土地，工場・オフィス・住居がそれに続く

（図５）。固定資産の期末残高に基づく図６（正味の減価償却費，損傷修理

費）をみると，地価の違いを除き，期首と期末の残高の割合は似ている。

ただし，図６においては土地改良費が加わっている。

３．労働者・従業員の賃金と給与

通年の平均従業員数は約１７２人，男性は平均１０１．５３人，女性は平均９６．８１

人である（表６）。製造業調査データで過去最高の従業員数を記録した産

業はニットウェア産業である。製造業調査データによると，業界の平均休

業日数は９６日，１シフト制の場合の平均就業日数は２５２日である（図９）。

週休１日で祝祭日数が２１日だとすると，残りの休業日はゼネストまたは政

治的抗議行動によるものであると考えられる。ただし，ストライキなどを

計算に入れたとしても，平均休業日数は他の工業国に比べてはるかに少な

い。たとえば日本の場合，年間の週末（１０４日）と祝祭日（１５日）の合計は

約１１９日を超える。

図１０の雇用状況に基づく分類をみると，大多数の従業員が生産部門に属

していることは明白である。その後に事務職管理部門と家族従事者が続く。

この分析を性別によってさらに詳しく見てみると，ほぼすべての雇用形態，

とくに生産部門において性別による差があることが容易にわかる（図１１）。

衣料品・アパレル産業に従事する女性の数は大幅に増えているが，製造業

全体としては今も顕著な性差がある。これは政策決定者が注目する価値の

ある差異である。

年間平均労働者数（人） 四分位（人）

変数名 サンプル数 平均 標準誤差 最小値 ２５％ ５０％ ７５％ 最大値

男性合計 ６，０６９ １０１．５３ ３４５．０８ ０ １２ ２２ ８２ １３，１８０

女性合計 ４，５７４ ９６．８１ ８７４．８ ０ ０ ４ ２０ ５４，７１７

表６ 平均従業員数

（出所） 図２と同じ。
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図９ 年間平均シフト数 図１０ 雇用分類

（出所） 図２と同じ。

（出所） 図２と同じ。

図１１ 男女別雇用状況 図１２ 雇用分類別人件費

（出所） 図２と同じ。 （出所） 図２と同じ。
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図１３ 物品税等の税金とその他の支出 図１４ エネルギー利用（金額ベース）

（出所） 図２と同じ。 （出所） 図２と同じ。

これ以外に注目すべき点として，臨時雇用者の性別分布が挙げられる。

臨時雇用者の大部分は男性だが，この点はインドにおける臨時雇いに関す

る他の研究（たとえば Junankar and Shonchoy ２０１３）でも同様の結果が示さ

れている。通常，臨時雇用者の給与は業界の標準よりも低く，年金や福利

厚生も適用されないため，臨時雇用者は最も不利な状況におかれている。

図１２によると，平均的にみて，臨時雇用者に支払われる給与は人件費のご

く一部（わずか１．７４％）だが，オーナー従業員，取締役，パートナー従業

員に支払われる金額は大きな割合を占めている。

なお，平均的な企業では人件費の９３％近くを給与に，残りを福利厚生に，

ごくわずか（約０．９４％）を年金と社会保障に支出している。

４．生産費と売上高

企業は，原料費以外に燃料・電気代，物品税等の税金，修理代，外注費

（他の工場から供給される中間投入物等）を支払う。製造業調査で「工業生

産のためのその他の支出」に分類される費用のうち，修理・保守費は工場
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への外注費よりもはるかに大きな割合を占める。修繕費が８％であり，外

注費が９２％であった。物品税等の税金とその他の支出では，家賃が大きな

割合を占め，その後に銀行への利子払い，諸経費が続く（図１３）。図１４に

よると，エネルギーのうち，費用が最大のものは電気（約５４％）であり，

２番目は薪（２１．２９％）である。天然ガスは９．４８％，石炭は６．２７％であり，

いずれも少ない。

製造業者の物品生産がおもに対象とする市場は，国内市場である。売り

上げの８５％近くが国内市場に由来しており海外は１５％となっている。販売

数量は売上高よりも外国市場の占める割合が大きいが，それでも国内市場

が大きな割合（７１％）を占めていることに変わりはない。

第３節 結語

本章では，登録企業一覧，製造業調査等の広範な公開データを用いてバ

ングラデシュ製造業のいくつかの特徴について概観した。製造業企業のサ

ンプル調査では最もサンプル数の大きなものであるため，企業調査にあたっ

てはベンチマークとして有用である。
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BOX バングラデシュでの起業

バングラデシュで起業するには，バングラデシュの商業登記所に登

記しなければならない。２００８年以前は商業登記所での登記に５８日を要

した。登記のために商業登記所に何度も足を運ぶことは一種のノルマ

だった。２０１０年，国際金融公社の支援を得て，登記に要する期間は３

日に短縮された（５）。手続きに要する時間や煩雑さは外国の投資家だけ

でなく国内の投資家にとっても大きな障壁であった。登記の大幅な改

善は，潜在的投資家による投資を促すことだろう。

【注】
�１ ほとんどの発展途上国の公開データは信頼性に欠けるうえに頻繁に公表されて
いない。そのようななかでバングラデシュは，他の発展途上国のなかでは珍しく
さまざまな統計調査が実施されており，その網羅性が高くしかも定期的に公表さ
れる点で例外といえる。バングラデシュは，イギリスの植民地時代から国勢調査
と農業センサスを定期的に実施してきた。イギリスによる統治が終わると，イデ
オロギーや政治・宗教上の理由から，植民地はいくつかの国々に分裂したが，英
領時代に得た知識は活用され，国の統計部門の機能は存続している。なお，Survey
of Manufacturing Industriesは２００５年以前は Census of Manufacturing Industriesと
呼ばれていたが，サンプル調査を基に母集団推定を行ったもので，その調査方法
などは現在のサーベイと同様であった。

�２ ただし，収録されている情報の新しさは保証できない。
�３ 製造部門に特化したデータとして，バングラデシュ統計局（BBS）の公式データ
以外に，世界銀行が実施する企業調査（Enterprise Survey）がある。企業調査は，
一連の標準的な質問で構成され，他の発展途上国にも適用される。分析に企業調
査を用いれば，事業環境の独自性など，バングラデシュの事業状況全体に関する
情報がいくらか明らかになる可能性が残されている。しかし，本章の目的と目標
をふまえ，今回の分析では企業調査を使用せず，今後の研究に委ねることにする。

�４ １９７１年以前に設立された企業の約半数は，手織・繊維業者である。
�５ 「バングラデシュでの企業登記がより簡単，迅速，分かりやすくなった」
（https://www.wbginvestmentclimate.org/advisory-services/regulatory-simplification/

business-regulation/business-entry/business-registration-in-bangladesh.cfm）．

補論 製造業統計

417



〔参考文献〕

＜外国語文献＞
Ahmed, Nasiruddin ２００１. “Trade Liberalization in Bangladesh : An Investigation into

Trends,” Dhaka: University Press Ltd.
Bakshi, ASM Rejaul Hassan Karim２００５. “The Problems and Potentials of Industrialisation

Process in a Transition Economy: Lessons from Bangladesh,” Pakistan Journal of
Social Sciences３（４）:５８３―５９７.

Junankar, Pramod N.（Raja）and Abu Shonchoy２０１３. “The Informal Labour Market in
India: Transitory or Permanent Employment for Migrants?,” IZA Discussion Papers
７５８７, Institute for the Study of Labor（IZA）.

Raihan, Selim２００８. “Trade liberalization and poverty in Bangladesh,” MPRA Paper３７９０５,
Department of Economics, University of Dhaka.

418


